別紙様式
平成２３年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　　目：農業振興費
	事業名:岐阜県有機農産物認証推進事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　農政部　農業技術課　クリーン農業担当　電話番号：058-272-1111（内2846）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11419@pref.gifu.lg.jp 
	事業費


　要求額：660千円（前年度予算額：660千円）

	事業内容


	１　事業の内容


ＪＡＳ法に基づく「登録認定機関」として、県内の有機農産物生産者及び有機農産物加工食品製造業者（茶、こんにゃくに限る）の認定、調査業務を実施する。

また、有機農業の振興を図るため、有機農業者間の交流促進や啓発活動等を実施する。
（１）有機事業者の認定と認定事業者の年次調査
（２）判定委員会・講習会の開催
（３）審査員及び判定員の養成
（４）有機農業推進普及活動
	２　所要経費


（１）有機事業者の認定と認定事業者の年次調査　　　　　　１３０千円
（２）判定委員会・講習会の開催　　　　　　　　　　　　　１４９千円
（３）審査員及び判定員の養成　　　　　　　　　　　　　　１９５千円
（４）有機農業推進普及活動　　　　　　　　　　　　　　　１８６千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


第５章　県が取り組む政策の方向性

　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　　２　儲かる農業・林業・畜産業を実現し、持続可能な農山村をつくる

　　　○売れる農畜産物をつくる

　　　　（２）安全・安心でうまい農畜産物をつくる

	２　これまでの取組状況


　・平成１２年１２月８日に登録認定機関となり、認定業務等を実施している。

　・現在（平成２２年１１月）の認定事業者は１６事業者（農産物９件、加工食品７件）

　・平成２２年３月には有機農業推進法に基づく岐阜県有機農業推進計画を策定。
	３　これまでの取組に対する評価


　・ＪＡＳ法に基づく登録認定機関として適切な審査等により認定業務を実施している。
・有機農業は生産が不安定であるとともに、有機ＪＡＳ認定を取得・維持するための

管理労力も多大であることから認定事業者数は伸び悩んでいるものの、食の安全や

環境に対する消費者意識は高まってきており、引き続き有機農業の推進を図る必要

がある。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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